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１　認知症の人に関する理解の増進 

（１）現状 

町における認知症への理解は、基本的な知識の面で一定の浸透が見られる。一般町民

への調査では、認知症が「脳の病気を原因疾患とし、誰にでも起こりうるもの」である

との認識が 88.9％に達し、「早期発見により進行を遅らせることができる」という知識

も 79.3％が有している。認知症に対するイメージについても、「医療・介護のサポート

を利用しながら地域で生活できる」と肯定的に捉える割合が 48.2％と最も高く、前回

の令和 5年度調査と比較して地域生活の継続を肯定する認識が向上している。 

地域を支える民生委員においては、若年性認知症に関する知識が 9割を超え、認知症

サポーター養成講座の受講率も前回から 10.1％上昇するなど、リーダー層の理解は着

実に進んでいる。また、認知症の本人への聞き取りでは、診断当初のショックを乗り越

え、「認知症があっても自分は自分だ」という自己の受容や、オープンに周囲へ伝える

ことでさりげない助けを得ている事例が確認されている。これは、国の基本計画が掲げ

る「新しい認知症観」、すなわち「認知症になっても一人一人が個人としてできること

ややりたいことがあり、希望を持って自分らしく暮らし続けることができる」という考

え方を体現する萌芽といえる。 

（２）課題 

理解の浸透が進む一方で、依然として「認知症＝何もできなくなる」という固定観念

が根強く残っていることが課題である。一般町民の 26.0％は、認知症になると「身の

回りのことができなくなり、介護施設に入ってサポートを利用することが必要になる」

というイメージを抱いており、これは専門職や民生委員と比較して高い割合となって

いる。介護施設は、本人や家族の生活を支え、尊厳を保持するための重要な役割を担う

社会資源であるが、「診断＝直ちに施設入所が必要」といった短絡的あるいは固定的な

イメージとして定着してしまうと、本人が診断を受けた際に「情けない」と感じたり、

過度に外出を控えるといった心理的萎縮を招く要因となり得る。 

また、年齢層による理解度や関心の差も顕著である。50 代以上の層と比較して、40

代以下の若い世代（現役世代）においては、町の認知症施策や取り組みを「すべて知ら

ない」とする割合が 34.5％にのぼり、この層への普及啓発が十分とはいえない状況に

ある。専門職であるケアマネジャーの間でも認知症観にはばらつきがあり、一部には

「地域生活が困難になる」といった消極的な見方が存在している。さらに、近所の人に

認知症であることを「知られたくない・隠したい」と考える層が一定数存在し、その理

由として「誤解されたくない」「噂話が広がるのが嫌だ」といった、周囲の無理解や偏

見に対する懸念が根強く挙げられている。 

（３）今後の方向性 

今後の施策の方向性としては、国の基本計画に示された「新しい認知症観」の普及を

町全体で推進することに重点を置く。これは、認知症になってもできること・やりたい
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ことがあり、住み慣れた地域で仲間等とつながりながら、希望を持って自分らしく暮ら

し続けることができるという考え方である。認知症を単に「支えられる対象」としての

み捉えるのではなく、その個性と能力を発揮し、経験を活かして共に支え合って生きる

一人の尊厳ある個人として捉え直す意識醸成を図る。 

具体的には、認知症の人が自らの言葉で経験を語り、前向きに暮らす姿を発信する

「本人発信」の機会を積極的に創出し、住民が当事者のリアルな声に触れることで、実

感を伴った理解を促す。特に、認知度が低い 40 代以下の若い世代や子ども・学生に対

しては、学校教育や社会教育の場、あるいは SNS 等のデジタルツールを活用し、早期か

ら「新しい認知症観」を自分事として学べる教育・啓発活動を推進する。こうした取り

組みを通じて、本人が周囲に安心して認知症であることを伝えられ、周囲もそれを自然

体で受け止め、共に生きる寛容な地域社会の構築を目指していく。 

（４）具体的な取り組み 

・認知症の本人インタビューを継続するとともに、本人同士が交流し、自らの体験や希

望を語り合う「本人ミーティング」等の場を創出し、一人一人の思いや認知症ととも

に生きる姿の把握に努める。 

・本人、家族、専門職、および一般町民（特に現役世代）のすべてを対象に、認知症サ

ポーター養成講座や認知症講演会、認知症月間等の機会を活用し、本人の声に基づい

た普及啓発を展開する。 

・本人の声や認知症とともに生きる前向きな姿について、「オレンジミーティングおと

ふけ」の中で関係者と共有し、地域全体に「新しい認知症観」を浸透させていく。 
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２　認知症の人の生活におけるバリアフリー化の推進 

（１）現状 

町におけるバリアフリー化の現状を概観すると、「認知症になっても医療や介護のサ

ポートを利用しながら地域で生活できる」という肯定的なイメージを持つ町民が

48.2％に達しており、在宅・地域志向が一定程度定着していることが確認できる。 

具体的な安全対策としては、「高齢者等 SOS ネットワークシステム」や「未帰宅高齢

者感知器（GPS）」の貸与といったハード・ソフト両面の基盤整備が既に行われている。

住民の意識面では、「困っている様子を見たら声をかける」と回答した町民が 71.0％に

のぼり、日常的な見守りへの意欲は高い。当事者の日常生活においても、見守りキーホ

ルダーをお守りとして携帯し、旅行や外出を継続するなど、既存のツールを活用して社

会との繋がりを維持しようとする前向きな動きが見られる。しかし、実際の近所づきあ

いの実態は「挨拶をかわす程度」が 44.2％と最も多く、具体的な相談や助け合いにま

で発展している関係性は 6.6％と極めて限定的である。 

 

（２）課題 

バリアフリー化を推進する上での大きな課題は、外出に伴う不安の解消と地域支援

の実効性向上である。 

介護家族の多くは、行方不明や交通事故への不安を抱えており、「介護を受けている

人を残して外出できない」と回答した人が 39.7％に達するなど、安全確保の懸念が生

活の制約に直結している。移動手段についても、運転免許の返納により行動範囲が狭ま

る一方で、コミュニティバスを一人で利用することへの心理的障壁や、自宅から公共施

設への送迎ニーズが十分に充足されていない実態がある。また、近所の人に認知症であ

ることを「あえて知らせる必要はない」「隠したい」と考える層が一般町民の 37.2％を

占めており、プライバシー保護と地域での安全確保の狭間で、支援の手が届きにくい構

造的な課題も存在している。 

なお、移動や外出に関する具体的な障壁を正確に抽出するためには、本調査の結果の

みでは不十分であり、個々の生活実態に即した本人および家族へのより具体的な状況

把握を行っていく必要がある。 

 

（３）今後の方向性 

国の基本計画が掲げる「社会的障壁の除去」に基づき、物理的・心理的両面からの認

知症バリアフリーを町全体で推進する。 

地域向けの学習会や普及啓発により、地域による手助けや見守りにより認知症の人

が安心して地域で生活できる環境づくりを進める。また本人・家族に対する聞き取りや

個別ケア会議等の中で、移動や外出に関する具体的な課題を詳細に把握し、移動手段や

地域交通のあり方について検討を進める。小売業や金融機関などの民間事業者に対し
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ても、本人や家族などから寄せられた声をもとにしながら認知症の人への適切な対応

方法等の普及を図る。 

 

（４）具体的な取り組み 

　　・本人（家族）インタビューや個別ケア会議等において、認知症の人やその家族が感じ

る生活場面における物理的・心理的障壁について把握する。 

　　・認知症サポーター養成講座、地域で見守る認知症支援学習会、出前講座や高齢者等

SOS ネットワークシステムの周知等により、地域の見守り体制を構築する。 

　　・高齢者等あんしんネットワーク事業や認知症サポーター養成講座等において、認知症

の人やその家族の声を踏まえた上で、地域の商店や金融機関等の民間事業者に対し、

認知症の人への適切な対応方法等に関する普及啓発を図る。 

　　・認知症の人の移動、外出に関する課題の抽出、対応策の検討を行う。 
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３　認知症の人の社会参加の機会の確保 

（１）現状 

認知症の人にとって社会との関わりは、生活の質（QOL）を維持する上で極めて重要

な役割を果たしている。本人調査では、「友人と話すことが落ち着く」「子どもや赤ちゃ

んと触れ合うことが楽しみ」といった声が寄せられており、人との交流や地域との繋が

りが日常生活の精神的な支えとなっている実態がある。また、家族の記述からも、診断

後に意識的に地域活動や交流の機会を確保することで、本人が心理的な落ち込みを乗

り越え、生活の安定や意欲の維持に繋がったケースが報告されている。 

本人の活動意欲は高く、「働きたい」「身体を動かしたい」「陶芸をやりたい」といっ

た具体的な希望や、「英語を話してみたい」といった前向きな夢を持つ当事者も存在す

る。さらに、「他の当事者の人と話してみたい」というピアサポート（当事者同士の交

流）を求めるニーズも明確に示されている。これは、国の基本計画が掲げる「新しい認

知症観」を当事者自身が体現している姿といえる。 

 

（２）課題 

社会参加の重要性が確認される一方で、診断を機に行動範囲が狭まり、人との関わり

を避けるようになるケースが大きな課題となっている。本人への聞き取りでは、診断当

初の「情けない」という心理的萎縮や、外出を控えてうつ的な状態に陥る事例も報告さ

れており、早期の社会参加を通じた「閉じこもり」防止策が求められている。 

また、地域住民と当事者・家族との間には、支援に対する意識の乖離が見られる。一

般町民の多くが「挨拶」や「声かけ」などの日常的な関わりを中心に捉えているのに対

し、介護家族はそれらに加え「認知症の人のやりたいことや趣味などの活動を一緒にす

る」といった、より実効性のある社会参加への同行や支援を求めている。 

さらに、近所の人に認知症であることを「知ってもらう必要はない・隠したい」と考

える層が一般町民の 37.2％にのぼり、周囲の理解不足や噂話への懸念が、本人が安心

して社会に参画する上での大きな障壁となっている。本人に社会参加への意欲があっ

ても、「（趣味活動の教室など）一般の人向けの環境の中でついていけるか不安」といっ

た気兼ねが生じている点も解決すべき課題である。 

 

（３）今後の方向性 

今後は、認知症の人が地域の中で役割や居場所を持ち、社会の対等な構成員として個

性と能力を発揮できる環境づくりを推進する。国の基本計画に基づき、診断後の早い段

階で当事者同士が出会い、経験を共有できるピアサポート活動や「本人ミーティング」

の機会を創出・充実させる。 

また、地域活動やボランティア活動など、本人の興味や経験を活かした「活躍の場」

を広げる。その際、既存の介護予防事業や地域の通いの場を「認知症の人も共に過ごす
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場」として再定義し、地域住民が自然体で当事者の活動をサポートできるような意識啓

発を強化する。最終的には、本人が周囲に認知症であることを安心して伝え、周囲もそ

れを自然に受け止められる「共生社会」の実現を目指す。 

 

（４）具体的な取り組み 

　　・本人インタビューを継続し、社会参加に関する個別のニーズや「やりたいこと」を

きめ細かく把握し、施策に反映させる 

　　・認知症地域支援推進員を中心に、生活支援コーディネーターや医療介護関係機関、

地域住民等と連携しながら認知症の人の社会参加を進めていく。既存の社会資源

（地域交流サロン、コミュニティサポート事業、地域農園、ラジオ体操、喫茶はっ

ぴー、介護施設等におけるボランティア、介護アシスタント等）を活用するほか、

認知症の本人の希望や好きなこと、得意なこと、居住地域等に合わせた新たな社会

参加の機会づくりを行う。 

　　・本人同士の交流を希望する人について、交流の場づくりを支援する。本人同士の交

流の場について、「本人ミーティング」として定例化できないかの検討を行う。 

　　・認知症の人の社会参加や役割創出に関する好事例について、「オレンジミーティン

グおとふけ」や地域包括支援センター連絡会議等で共有し、地域全体で認知症の人

の社会参加を進める基盤をつくる。 

 



認知症に関する実態調査まとめ

7 

４　認知症の人の意思決定支援及び権利利益の保護 

（１）現状 

町における意思決定支援と権利保護の現状をみると、まず本人の「知る権利」に対す

る意識の高さが顕著である。自分自身が認知症と診断された場合にその事実を「知りた

い」と回答した町民は 87.6％に達しており、前回調査時と比較しても増加傾向にある。

また、将来への備えについても関心が高く、67.7％の町民が「自分自身のことを書き記

しておく」ことを望んでいるほか、医療・介護の希望や財産整理についても 6割以上の

人が高い意向を示している。 

現場の支援においては、ケアマネジャーの 84.2％が日常生活に関する本人の意向確

認を行っており、本人視点に立った支援を重視する意識はおおむね浸透している。さら

に、町内には「成年後見サポートセンター」や「消費生活センター」といった専門的な

相談窓口が既に整備されており、一般町民の認知度は「成年後見サポートセンター」が

24.5％、「消費生活センター」が 26.5％といずれも前回調査時より上昇している。住民

の権利や財産を守るための基盤は一定程度機能しているといえる。 

 

（２）課題 

意思決定支援をより実効性のあるものにするためには、解決すべきいくつかの重要

な課題が存在する。まず、日常生活の意向確認に比べ、医療や終末期の要望を確認でき

ている割合は依然として低く、介護家族で 19.2％、ケアマネジャーでも 36.8％にとど

まるのが現状である。本人と家族の間には認識のギャップもあり、本人は診断を早期に

知りたいと強く望む一方で、家族側には「本人が認めないため話し合いが進まない」と

いった葛藤や、本人が怒り出すことへの不安が見られ、将来に向けた対話が困難なケー

スが散見される。経済的な不安も深刻であり、一般町民では、認知症に関連する不安と

して「経済的に苦しくなる」ことを挙げる人が 78.8％と最も多く、詐欺被害や不要な

物品の購入への懸念も根強い。専門職においても、「意思決定支援ガイドライン」を研

修等で体系的に学んでいる層は 15.8％に過ぎず、現場での理解と実践力の向上が大き

な課題となっている。 

 

（３）今後の方向性 

今後の施策の方向性としては、本人の「知りたい」という意思を尊重し、早期診断の仕

組みを強化するとともに、告知直後から本人が自らの人生を設計できるようサポートす

る体制を充実させる。高いニーズがある「書き記しておく」という備えを具体化するため、

本人の希望を記録し家族や専門職と共有できる「みらいへつなぐノート」の活用をさらに

推進する。経済的な不安や消費者被害に対しては、成年後見制度の利用促進や消費生活セ

ンターとの連携を一層強化し、本人の権利と財産を守るための支援を強化する。また、本

人が自信を持って生活を継続できるよう、認知症の人同士が交流し支え合える「ピアサポ
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ート」の場や、本人の声を直接聴く機会の創出を図る。専門職に対しては、アドバンス・

ケア・プランニング（ACP：人生会議）や「意思決定ガイドライン」の視点を取り入れた

研修プログラムを拡充し、本人の意向が最期まで最大限尊重されるケアマネジメントや

介護サービスの質の向上を推進していく。 

 

（４）具体的な取り組み 

・本人インタビューの継続や本人同士の交流の場づくりの中で、本人の声を直接聞き取り、

普及啓発や各種研修に取り入れる。 

・認知症に関する正しい知識や「新しい認知症観」の普及啓発や、地域包括支援センター

を中心とした地域のネットワークづくりにより、本人や家族から早期に相談に繋がり

やすい土壌づくりを行う。 

・各種講演会や出前講座等において ACP（人生会議）の普及啓発を行うとともに、「みら

いへつなぐノート」の活用を広める。 

・各種研修や個別ケア会議等の機会を通して、「認知症の人の日常生活・社会生活におけ

る意思決定支援ガイドライン」の視点を各専門職と共有する。 

・成年後見制度、任意後見制度、日常生活自立支援事業等の権利擁護支援策や相談窓口の

周知を行うとともに、地域包括支援センターや成年後見サポートセンター、消費生活セ

ンターといった関係機関の連携強化を進める。 
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５　保健医療サービス及び福祉サービスの提供体制の確保 

（１） 現状 

介護家族調査において、認知症を疑ってから受診するまでに「６か月以上」を要した

割合は 51.4％と過半数に達している。受診が遅れた理由としては、「本人が行きたがら

なかった（30.2％）」が最多で、次いで「年齢によるものと思っていた（20.6％）」「本

人に受診を言い出せなかった（19.0％）」と続いており、本人への配慮や加齢への思い

込みが早期受診の障壁となっている実態がある。早期診断・支援を目的とした「認知症

初期集中支援事業」の認知度は、一般町民（6.8％）、介護家族（5.1％）ともに極めて

低く、地域住民への浸透に課題がある。一方で、ケアマネジャーの 26.3％が同事業の

紹介実績を有しており、専門職が必要性を判断したケースにおいては一定の活用が図

られている。 

ケアマネジャーの主治医との連携方法としては「文書による情報提供（68.4％）」が

中心であるが、連携が「とれている（「まあとれている」を含む）」との回答は 26.3％に

留まり、63.2％が「あまりとれていない」と認識している。 

重点施策として、ケアマネジャーの 42.1％が「早期発見・早期診断」を、42.1％が

「介護施設の充実」を挙げており、状態に応じた適切なサービス提供体制の構築を求め

る声が強い。 

なお、本人調査では軽度者の回答が多く、中・重度者を含めた医療・介護サービスに

対する直接的な意向把握には至っていない現状がある。 

 

（２） 課題 

課題として、認知症を疑いながらも受診に至るまでに長期間を要するケースが多く、

早期介入の機会を逸している点が挙がる。国の基本計画が示す「早期発見・早期対応・

診断後支援」の一貫した流れを作るためにも、本人の受診拒否や家族の「年齢のせい」

という認識を解消し、早期に医療機関や専門的支援に繋がる環境を整える必要がある。　　 

また、ケアマネジャーと主治医の間の連携が十分に行われておらず、よりシームレス

な情報共有を可能にする体制構築が求められる。認知症初期集中支援事業についても、

住民が「困ったときに頼れる制度」として認識できるよう周知を強めることが不可欠で

ある。さらに、中・重度者を含めた「本人の声」を聴き、その意向を尊重した質の高い

サービスを提供するため、本人参画型の評価や研修を通じた対応力の向上が課題とな

っている。 

 

（３） 今後の方向性 

今後は、認知症の早期発見・早期診断につながるよう、認知症に関する正しい知識の

普及や相談窓口の周知を進めるとともに、必要に応じて認知症初期集中支援事業の活

用により、本人や家族が早い段階で医療や支援につながる体制の強化を図る。 
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さらに、医療機関と介護事業所、地域包括支援センター等の関係機関が連携し、情報

共有を行いながら多職種による支援体制の充実を進める。加えて、認知症の人が状態に

応じた医療や介護サービスを受けながら地域で生活を継続できるよう、中・重度の認知

症の人の声も反映させながら、医療・介護サービスの提供体制の充実を図っていく。 

 

（４）具体的な取り組み 

・「新しい認知症観」に基づき、早期発見が本人らしい暮らしの継続に繋がることを周

知し、地域包括支援センターを中心に、本人や家族が早い段階で相談しやすい土壌を

形成する。 

  　・地域包括支援センターや役場高齢者福祉課が中心となり、認知症疾患医療センター

（大江病院）やかかりつけ医と密接に連携し、未診断・未対応の当事者や家族に対し、

早期診断・早期対応に向けた支援を行う。 

・多職種連携による「切れ目ない支援」の質的向上に向け、在宅医療・介護連携推進事

業において、ICT ツール（バイタルリンク等）の活用を促進し、主治医とケアマネジ

ャー等の情報共有の質を向上させる。 

・専門職の認知症対応力向上に向け、「新しい認知症観」や「意思決定支援ガイドライ

ン」を網羅した研修を、医療・介護従事者を対象に実施し、BPSD（行動・心理症状）

に対する理解とチームケアの能力を高める。 

・当事者の意向反映とサービス提供体制の整備に向け、本人インタビューや介護サービ

ス相談員活動を通じて、中・重度者を含む本人の声を定期的に収集し、施策やサービ

スの改善に反映させる「本人参画型」の取組を推進する。 
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６　相談体制の整備 

（１）現状 

本町における認知症相談窓口の一般町民の認知度は 57.3％と前回調査から上昇して

おり、主な相談先として「地域包括支援センター」や「役場高齢者福祉課」が定着しつ

つある。しかし、世代間での認知格差は顕著であり、50 代以上の層では地域包括支援

センターの認知が 6割を超える一方で、40 代以下の若い世代（現役世代）では「どこ

に相談したらよいかわからない」との回答が 20.2％にのぼっている。 

実際の介護家族の状況を見ると、最初の相談先として行政機関等を選択する割合は

46.1％と増加し、次いで医療機関が入り口となるケースも多い。一方で、認知症を疑い

ながらも専門家に相談するまでに「１年以上」を要するケースが依然として 34.6％存

在し、早期相談へのハードルは依然として高い。受診が遅れる主な理由には「本人が行

きたがらなかった（30.2％）」や「年齢によるものと思っていた（20.6％）」、「受診を言

い出せなかった（19.0％）」といった、本人への配慮や加齢による症状との混同が挙げ

られている。 

こうした背景から、症状に気づいてから適切な支援につながるまでの間に、本人や家

族が孤立する「空白の期間」が生じている。この期間、家族は「周囲に迷惑をかけるの

ではないか」という不安や、自身の精神的負担、さらには「外出できない（39.7％）」

「自由な時間が取れない（34.6％）」といった生活の制限に直面し、精神的に追い詰め

られやすい状況にある。現在、町が実施する「認知症介護家族交流会」は家族の繋がり

を作る場として一定の評価を得ているが、今後はより初期段階からの支援が求められ

ている。 

 

（２）課題 

調査結果から得られた最大の課題は、相談の長期化による「空白の期間」の解消であ

る。この期間は本人が変化に不安を抱き、家族も生活の見通しが立たずに疲弊しやすい

時期であるため、「診断が出てからサービスを検討する」という従来の流れを、疑いを

持った初期段階から心理的ケアや情報提供を行う「伴走型」の支援体制へと転換する必

要がある。 

具体的には、第一に「早期相談を阻む心理的・物理的障壁の解消」が挙げられる。家

族が抱く「周囲への迷惑」という不安や本人の受診拒否といった事情を考慮し、抵抗感

なくアクセスできる環境づくりが不可欠である。第二に「若い世代（現役世代）への情

報到達」である。この層の認知不足は、将来のリスク管理や介護離職防止の観点からも

深刻であり、ターゲットを絞った効果的な周知が求められる。 

第三に「相談から支援への切れ目ない継続性」の確保である。相談者が「次に何をす

べきか」を具体的にイメージできるよう、医療・介護に限らない地域資源（チームオレ

ンジ等）へと円滑につなげ、孤立させないとともに、「認知症とともによりよく生きる」
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ための体制強化が不可欠である。 

 

（３）今後の方向性 

今後は、受診や相談につながる前段階の「空白の期間」を埋めるための支援をさらに

推進する。認知症の早期段階から地域包括支援センター等の専門機関に繋がるよう周

知を徹底するとともに、「新しい認知症観」の啓発を通じて、相談への心理的ハードル

を下げ、家族が一人で抱え込まずに済む社会風土を醸成する。 

相談の場においては、本人の意向を尊重する「みらいへつなぐノート」等の活用を重

視しつつ、家族の精神的負担を正面から受け止める体制を整える。「認知症介護家族交

流会」を中心に、介護中の家族同士が苦労や感情を共有できる場を充実させる。さらに、

介護経験者がピアサポーターとして関わり、実体験に基づいた「受容」「共感」「助言」

を提供することで、家族が罪悪感を持たずに適切なサービスを選択できる、柔軟かつ伴

走型のフォローアップ体制を目指していく。 

 

（４）具体的な取り組み 

・本人家族が認知症を心配し始めた初期段階で早期に相談先につながり、適切な対応が

受けられるよう、「新しい認知症観」の普及と合わせて、相談窓口や「認知症ガイド

ブック」の全世代への周知を徹底する。 

・地域包括支援センターを中心に、民生委員、民間事業所、地域住民を含めたネットワ

ークづくりを推進し、本人家族が早期に適切な支援へ繋がる体制を整える。 

・「認知症介護家族交流会」の定期開催とその内容の充実を図る。ここでは介護中の家

族同士の交流に加え、介護経験者をピアサポーターとして招くことで、参加者が精神

的な支えと具体的な関わり方のヒントを得られる場とする。 

・地域包括支援センターおよび役場高齢者福祉課による相談支援においては、単なる制

度説明にとどまらず、介護者の精神的負担軽減やレスパイト（休息）の確保を重視し

た提案を行い、その後の生活の見通しを含めた継続的な伴走支援を実践していく。 
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７ 認知症の予防 

（１） 現状 

町民の認知症に関する基礎知識は、「脳の病気を原因疾患とし、誰にでも起こりうるも

の」との認識が 88.9％に達しており、病気そのものへの理解は極めて高い水準にある。

また、国の基本計画が示す「誰もが認知症になり得る」という前提も浸透しつつある。し

かし、発症遅延や進行抑制に有効な具体的手段である「食生活や生活習慣改善の効果」に

ついての認知は 53.8％に留まり、基礎知識と予防の実践的な知識との間には依然として

大きな開きが見られる。 

統計データ（KDB データ）によると、認知症診断者の多くが、高血圧（75.4％）、脂質異

常症（52.3％）、糖尿病（39.7％）といった生活習慣病を併存しており、科学的知見に基

づく生活習慣病管理の重要性が裏付けられている。また、本町における新規要介護認定の

原因として認知症は各年度とも上位を占めるとともに、フレイルも極めて高い割合とな

っており、認知症予防とフレイル予防を一体的に捉える必要性が示されている。 

こうした中、町では高齢者の健康把握の一環として、年 1回の「体力・認知力測定会」

を実施しているほか、一般介護予防事業として「あすなろクラブ」や「まる元運動教室」

といった通いの場を提供している。しかし、「体力・認知力測定会」の認知度は一般町民

で 22.0％、介護家族で 15.4％に留まり、地域を支える民生委員においても前回調査

（54.2％）から 33.3％へと低下するなど、施策の浸透に課題が見られる。また、将来の

予防の主対象となる 40代以下の層では、町の施策を「すべて知らない」と回答した割合

が 34.5％にのぼり、若い世代や健康層に対する情報到達が不十分な実態が示されている。 

 

（２） 課題 

認知症を身近なものとして捉えながらも、具体的な「予防行動」に結びついていない。

生活習慣病が大きなリスク要因となっているにもかかわらず、具体的予防策（食生活や運

動）への認知が十分でないため、自分事としてとらえるための効果的な啓発が求められる。 

また、町で実施している一般介護予防事業や「体力・認知力測定会」といった取り組み

が、自身の心身機能の変化に気づき、早期の対策に繋げるための有効な資源として十分に

機能しきっていない可能性がある。専門職であるケアマネジャーによる施策の紹介実績

をみると、「SOS ネットワーク」等の緊急性の高いものに比べ、「体力・認知力測定会」

（21.1％）の紹介は低調であり、早期の気づきを促すルートの強化が必要となっている。 

また、介護家族からは「本人の意欲が低下してからでは活動を開始するのが難しい」と

の切実な指摘がある。認知機能や意欲が維持されている早期段階から、新しい認知症観に

基づき、楽しみながらこれらの活動を習慣化させるための実効性のある動機付けの創出

が、これからの課題である。 
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（３） 今後の方向性 

今後の方向性として、国の基本計画に掲げられた「科学的知見に基づく予防」を推進し、

生活習慣病の管理やフレイル予防が認知症の発症遅延・進行抑制に有効であることの普

及啓発が必要である。「体力・認知力測定会」は、町民が自身の健康状態を客観的に把握

し、予防意識を高めるための重要な機会になることから、その結果をもって「あすなろク

ラブ」や「まる元運動教室」などの通いの場へスムーズな移行を強化する。 

また、「新しい認知症観」を町全体で浸透させ、予防を単なる「回避」としてだけでな

く、認知症になっても自分らしく生きるための前向きな備えとして再定義する。若い世代

や健康な高齢層が「予防活動」と構えることなく自発的に継続できるよう、スポーツや文

化活動を通じた健康増進を、早期から促す体制を構築する。 

 

（４） 具体的な取り組み 

・高血圧や糖尿病等の生活習慣病管理が認知症の発症遅延・進行抑制につながることを、

パンフレット等で周知する。 

・一般介護予防事業（「あすなろクラブ」や「まる元運動教室」）において、認知機能の維

持に資する運動・栄養・社会参加を組み合わせたプログラムを更に充実させ、生活習慣

病予防と一体的な取組として展開する。 

・年 1回実施する「体力・認知力測定会」を、自身の心身の変化を客観的に捉える「気づ

きの場」として、周知を強化する。また、測定結果に基づき、適切な介護予防事業や地

域での通いの場、必要に応じて医療機関や相談窓口へと「切れ目なく」繋げるための体

制を強化する。 

・新しい認知症観を普及するため、認知症当事者による本人発信（本人ミーティング等）

の支援を推進する。 

・40 代以下の若年層や健康層に対し、学校教育や職場、SNS（町公式 LINE 等）を活用し、

子供の頃から、あるいは健康なうちから認知症の予防や共生について学ぶ機会を創出

する。 


